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全水加工連（全国水産加工業協同組合連合会）について

組織の沿革

○本組合は、水産加工業の振興と発展を目的として、1971年8月に設立された水産業協同組合。

○各地域の水産加工業を営む事業者を組合員とする協同組合、もしくは、協同組合連合会を会員としてお
り、現在の会員数は５１（正会員3３、準会員18）。

事業内容

1 ．指導事業
〇「全国水産加工品総合品質審査会」の開催による水産加工品の品質向上、事業者の生
産・販売意欲、技術の向上
〇 外国人技能実習制度における「水産加工食品製造業」の技能評価試験の運営
〇 国内外情報の収集・発信

２．経済事業
〇 会員に対する原料供給事業
〇 会員傘下の事業者の製品販売事業

３．冷蔵保管事業
〇 東北第一冷蔵庫（塩竃市、収容能力10,000トン）による原料・製品保管

４．補助事業その他
  〇 水産業復興販売加速化支援事業

〇 ALPS国内加工能力強化支援事業等
  〇 水産加工関係功労者の表彰



会 員

東京都惣菜水産加工業協同組合  （東京）
新潟県水産加工業協同組合  （新潟）
富山県水産加工業協同組合連合会  （氷見）
氷見水産加工業協同組合  （氷見）
新湊水産加工業協同組合  （射水）
富山県呉東地区水産加工業協同組合 （滑川）
福井県水産加工業協同組合  （福井）
静岡県水産加工業協同組合連合会  （焼津）
沼津魚仲買商協同組合  （沼津）
田子鰹節業協同組合  （西伊豆）
東静浦水産物加工業協同組合  （沼津）
焼津市魚仲水産加工業協同組合  （焼津）
焼津蒲鉾商工業協同組合  （焼津）
焼津水産加工業協同組合  （焼津）
焼津鰹節水産加工業協同組合  （焼津）
協同組合焼津水産加工センター  （焼津）
協同組合水産パークヤイヅ  （焼津）
協同組合焼津共同冷蔵  （焼津）

篠島水産物加工業協同組合 （篠島）
大阪水産加工業協同組合 （大阪）
淡路島水産加工業協同組合 （淡路）
香住水産加工業協同組合 （香美）
和歌山県水産加工業協同組合 （湯浅）
境港水産加工業協同組合 （境港）
西部水産加工協同組合 （山口）
唐津水産加工団地協同組合 （唐津）
長崎漁港水産加工団地協同組合 （長崎）
米水津水産加工協同組合 （佐伯）
門川水産加工業協同組合 （門川）
山川水産加工業協同組合 （指宿）
枕崎水産加工業協同組合 （枕崎）
沖縄冷食水産加工事業協同組合 （那覇）

北海道水産物加工協同組合連合会 （札幌）
留萌水産物加工協同組合 （留萌）
紋別市水産加工業協同組合 （紋別）
函館市水産加工業協同組合 （函館）
八戸水産加工業協同組合連合会 （八戸）
八戸魚市場仲買人協同組合連合会 （八戸）
八戸魚市場水産加工業協同組合 （八戸）
八戸魚市場出荷協同組合 （八戸）
八戸市水産加工業協同組合 （八戸）
八戸市営魚市場加工仲買協同組合 （八戸）
岩手県水産加工業協同組合連合会 （盛岡）
釜石流通団地水産加工業協同組合 （釜石）
岩手県食料品水産加工業協同組合 （矢巾）
宮城県水産加工業協同組合連合会 （塩釜）
中之作水産加工業協同組合 （いわき）
小名浜水産加工業協同組合 （いわき）
茨城県水産加工業協同組合連合会 （水戸）
千葉県水産加工業協同組合連合会 （千葉）
全銚子市水産加工業協同組合 （銚子）

２
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Ⅰ．水産加工業の役割について

○水産加工業は、水揚げされる水産物に、保存性を持たせ、簡便に食べられる形態に加工して
消費者に届けるという重要な役割を担う。

○水産加工業の出荷額は約３兆４千億円、約１４万人の従業者。国内消費仕向け量（国産・
輸入）の約７割が水産加工向け。

○「水産加工業」は、地域の基幹産業として、雇用と収入の機会を提供。

魚介類の需給量に占める水産加工の地位

資料：農林水産省「食糧需給表」（2021年度概算値）

参考 国内消費仕向量のうち水産加工品（食用の割合）

資料：工業統計データ（2020年）

水産食料品製造業の全製造業・食料品製造業に占める地位水産加工業と漁業規模

資料：漁業就業動向調査、漁業養殖業生産統計、漁業産出額及び工業統計データ(2020年）

資料：農林水産省「食糧需給表」（2021年度概算値）

事業所数 年間生産額（出荷額） 従業者数

水産加工業

6,808 ３兆4,115億円 142千人(水産食料品製造業）

漁 業
73,270

１兆4,684億円 145千人
（経営体数）

食料品

製造業

水産食料

品製造業

食料品製造業中
水産食料品製造

業が占める割合

B C C/B

事業所数 36,851 6,808 18.47%

従業者数

（人）
1,165,065 142,298 12.21%

製造品
出荷額等

（百万円）
30,114,769 3,411,489 11.33%

67% 33%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
水産加工品（食用） 生鮮・冷凍（食用）



Ⅱ．水産加工業の産業構造について

○経営体の従業員規模別の割合は、従業員２９人以下で８割を占め、零細な事業者が多い。また、
経営体は、従業者数4人以上9人以下の小規模階層を中心として減少傾向。

○ 水産加工業は、経営基盤が脆弱な中小・零細規模の経営体が太宗を占め、出荷額に対する
原材料使用額の割合が高く、収益性も低い。

水産加工業の経営体の従業員規模別割合

４

注：油脂・飼肥料製造業者は含んでいない。 資料：工業統計データ（2020年）

水産加工業の経営体の従業員規模別経営体の推移

注：油脂・飼肥料製造業者は含んでいない。 資料：工業統計データ （2020年）

原材料比率

資料：工業統計データ（2020年）：従業者４人以上の事業所

単位：百万円、%

売上高経常利益率

売上高経常利益率

全 製 造 業 2.5

食 料 品 製 造 業 1.7

水 産 食 料 品 製 造 業 1.1

単位：%

資料：日本政策金融公庫「小企業の経営指標調査」（2020年度）

29.1% 21.3% 21.4% 11.8% 13.0% 3.0%

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1〜3人

4〜9人

10〜19人

20〜29人

30〜99人

100〜299人

300人以上

区分
製品出荷額 原材料使⽤額

B/A
A B

全製造業 322,533,418 204,627,084 63.4%

⾷料品製造業 29,857,188 18,069,744 60.5%

⽔産⾷料品製造業 3,355,362 2,298,390 68.5%
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Ⅲ．水産加工原料の状況について

○ 水産加工業の主要原料である国産のサンマ、スルメイカ、サケ、サバ等は、近年、水揚げ数
量の減少、価格の高騰が顕著。

○ 一方、世界各国における水産物の消費拡大、円安の影響から、水産物の輸入量は減少してい
るが、輸入金額は増加。輸入水産物の価格が高騰。

資料：水産白書
資料：漁業情報サービスセンター

輸入水産物の状況

各主要魚種の状況
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Ⅳ．水産加工業の労働力について 
 １．就業構造について

〇 従業者数は近年減少傾向。
○ 水産加工業の就業構造は、高齢化が進んでおり、65歳以上の構成比は18.1％。

年齢別構成

平均年齢 65歳以上の構成比

全製造業 46.2歳 9.6%

水産食料品製造業 49.2歳 18.1%

■水産食料品製造業の従業者数及び高齢化率の推移

資料：総務省「国勢調査」（昭和60年、平成２年、７年、12年、17年、22年、27年、令和２年）

ü 従業者数は近年減少傾向
ü 従業員の高齢化が進行

＊水産食料品製造業の就業者数

万人 ％



Ⅳ．水産加工業の労働力について 
 ２．外国人技能実習生の受け入れ状況について

７
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18,459 
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従業者数に対する技能実習生の割合

■ 水産加工分野の外国人技能実習生数の推移

資料：従業者数は経済産業省「工業統計」、「経済センサス」

（年度）

57%
20%
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資料：外国人技能実習機構「業務統計」における
令和２年度技能実習計画認定件数 （４職種）

■ 技能実習生の国籍別割合（％）
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○水産加工製品の製造数量は、人口減少に加えて、価格が高い、調理が面倒などの理由から「魚離れ」が進む
なか、低迷状態が続いている。

○海洋環境の変動による漁獲量の減少等による原材料の確保の困難、原材料価格の高騰等による売上高・利益
率の低下、従業員確保の困難等が課題。

Ⅴ．水産加工業の直面する課題 
 

直面する課題

資料：農林水産省「令和４年度水産加工業経営実態調査」

 注：回答数を回答事業所数で除した数値



Ⅵ．被用者保険アンケート結果について
１．従業員数の状況について

 
○実施期間：2024年３月15日〜29日
○実施方法：メール
○回答数：39社

従業員数 うちフルタイムで働く常勤従業員数

９

29社

7社

3社

0〜50人

51〜100人

101人〜

25社

9社

2社

1社 2社

9割以上

8〜9割

7〜8割

6〜7割

6割以下



24社

13社

0社

1社 1社
短時間よりはフルタイムで採用し

たい。

短時間従業員でも積極的に雇用し

たい。

業務上、短時間従業員の方が効率

的である。

地方では短時間従業員の方が採用

しやすく、さらに確保したい。

短時間従業員の希望優先。

4社

26社

9社

0社

大変不足している

不足している

適当である

過剰である

15社

24社

0社 0社

大変不足している

不足している

適当である

過剰である

11Ⅵ．被用者保険アンケート結果について
２．従業員の確保について

 

従業員の確保状況について 短時間従業員の確保状況について

短時間従業員の確保の考え方について 被用者保険の拡大に対する影響について
（複数回答あり）

10

6社

16社

7社

11社

8社労使合意等で既に取り入れており、特に

支障はない。

短時間労働者の意向に沿ったものであれ

ば対応していきたい。

小規模事業所では、年金・保険の事務手

続きが複雑化し困る。

労務費のコストアップで影響がある。

短時間労働者の意向に沿ったものでなけ

れば、労働時間の短縮につながることに

なり、業務上影響が生じる。



○短時間労働者への保険加入の説明時間を省くため、制度の詳しい内容を記載したリーフレット・チェック
シート等の周知・広報の拡充

〇社会保険等の手続き代行サポート、キャリアアップ助成金の相談・申請サポート
○専門家の方に相談できる環境の充実

Ⅵ．被用者保険アンケート結果について
３．意見について

被用者保険に関する周知・サポート体制

○配偶者や家族の扶養から外れたくないという方が
多い

○サラリーマンの奥さんが払わなくても年金を貰え
るという制度がある限り、受け入れがたいのでは

○応募者のほとんどが扶養から外れたくないと考え
ている

○保険に加入するにことにより、確たるメリットが
伝わらないと、理解が得られない。

○払った分が将来年金として必ずもらえる（上乗せ
して）保障があれば。

○ほとんどの労働者は保険料の負担に対して、拒否
反応があると思うし、事業者も同様に保険料の負
担は大きいと感ずる。

主なコメント

○保険に入りたいと考える人ばかりでは無い事を
理解する必要がある

○皆が無期雇用を希望している訳ではない。一つ
の会社に縛られたくないと考える人や家庭状況
によりそれぞれ事情が異なる。

○取りやすいところから安直に取ろうとするので
はなく、社会保険制度の見直しをしていただき
たい。

○社会保険労務士に協力してもらい、従業員への
説明をしており、特に問題はない。

○短期間従業員は数名しかいないため、現状行っ
ている支援でも特に問題はない。
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